











央経済社、2014 年）には、2004 年から 2009 年までの間に、どのくらいの件数の決算短信の訂正
がなされたかが記されています。
　その奥村先生の研究によりますと、あくまでも財務諸表の数値およびその注記部分の訂正件数
であり、業績予想の訂正は含まれていませんが、それでも 2004 年から 2009 年の間にかけては、






















2006 年から 2010 年にかけてと 2011 年から 2015 年にかけてのアメリカにおける上場会社の数に
ついてですが、2006 年が 5133 社で、直近の 2015 年が 4381 社ということになっております。わ














　シート 4 は、平成 27 年についてはが 8 月までのデータでありまして、同月までの課徴金納付
命令の勧告金額は 1 億円あまりでしたけれども、同年の後半におきまして、いわゆる東芝事件に
関わる問題が発生しました。その東芝関連の課徴金納付命令、同事案についてはシート 6 をご覧
頂きたいのですが、既に、平成 25 年 12 月 24 日付けで、株式会社東芝に対して 73 億 7350 万円
の課徴金が課されています。さらに、本日のアカデミック・フォーラムで問題としております監
査にかかわる部分でいいますと、今年（2016 年）に入ってから、1 月 22 日には新日本有限責任
監査法人に対しまして 21 億 1100 万円もの課徴金納付名命令が決定しております。
　さらに、シート 6 のコメ印のところに記載の通り、こういった課徴金に加えて、行政処分とし
ては、金融庁から同監査法人に対して業務改善命令と 3 ヵ月の契約の新規の締結に関する業務停




ート 27 に参考文献として挙げております加藤＝白澤［2015］の中に記されています。2000 年に
は、703 件の除外事項付きの意見表明がなされていましたが、それ以降は減少し、2003 年は 17 件、
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それ以降は 2 件、3 件、1 件という形で、現在では、ほとんど除外事項付きの意見表明が行われ
ていないことがデータで示されています。













粋しました。一番下のところで挙げている 601 条 (11) では、「第 501 条第 1 項第 2 号に該当する
場合であって、直ちに上場廃止しなければ市場の秩序を維持することが困難であることが明らか
であると取引所が認めるとき」に、上場廃止になるということが規定されています。そして、「501

























































































































































　最近では、シート 19・20 にありますように、IT の利用ということが、今後の監査のあり方に
関する各種提言の中で言及されることが多くなってきました。さらに一歩進み、人口知能を利用
した監査手法がこれから取り入れていくべきではないかとも言われています。




























































































































































































































































































































































































































・Susan Scholz 2014, Financial Restatement Trends in 
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